
６３０調査について

認定NPO法人 大阪精神医療人権センター

事務局 壬生明日香

2019/02/12

～これまでの活用状況と６３０調査（平成30年分）の開示・非開示の状況～
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６３０調査の今まで通りの情報開示を求める院内集会
参議院議員会館B１０７会議室



これまでの活用状況

認定ＮＰＯ法人大阪精神医療人権センターの活動

（１）個別相談 (声をきく)・・・電話相談・面会・手紙

（２）訪問・情報公開 (扉をひらく)・・・病院訪問活動等

（３）政策提言等 (社会をかえる)

これらのうち、

直接的には（２）訪問・情報公開 (扉をひらく)に活用し、

間接的に（１）と（３）の活動にも役立てている。
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これまでの活用状況（訪問）

認定NPO法人大阪精神医療人権センターが「大阪府精神科医療

機関療養環境検討協議会事業」の一環で行っている病院訪問時に

活用している。

①事前に病院や病棟の概要を理解できる

②訪問する病棟や訪問メンバーの班分けなどを決める

ことができる

③訪問時の聴き取りを効率よく円滑に行える

④正確な情報を協議会に提出する報告書や人権センター

ニュースに記載できる など
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旧６３０個票のうち特に活用してきた個票

• 個票 １ 精神科病院の施設・従事者の状況

• 個票 ２ 各精神病棟の状況

• 個票１０ 精神科病院在院患者の処遇

• 個票１１ 精神科病院在院患者の状況

• 個票１２ 在院期間・年齢別の在院患者数

• 個票１３ 精神科病院の外来・入院状況

• 個票１６ 平成28年6月退院患者の状況

• 追加 １ 医療保護入院に関する調査
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個票１
（旧630）

精神科病床数（夜間外開放・終日閉鎖・上記以外）

夜間外開放・終日閉鎖の

病棟数と電話設置病棟数

保護室の数

職員数

5
※本日の配布資料P１９～にもH２８の個票１・２・１０～１６、追加１が入っています。

施錠できる個室数



個票２
（旧630）

各病棟の構成・入院料

在院患者の年齢構成＆在院期間（病棟ごと）
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個票１０
（旧630）

入院形態別患者数＆任意入院の個別処遇の状況

入院形態別の行動制限を受けている患者数7



個票１１
（旧630）

疾患別×年齢階層別患者数（男女別）

疾患別×入院形態別患者数（男女別） 8



個票１２
（旧630）

入院形態別×年齢階層別×入院期間別

入院形態別×年齢階層別×障害認定・介護認定 9



個票１３
（旧630）

退院先の内訳がわかる

退院した時期（入院期間）がわかる 10



個票１６
（旧630）

退院した患者の疾患×年齢階層別×在院期間別

入院期間別の退院先（退院時の状況）がわかる
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追加１
（旧630）

退院支援委員会への参加者

退院先や入院中の場合の入院形態 12



新６３０個票（H２９）のうち特に活用している票
• 票４ 施設の概要について

許可病床数・保険届出の精神病床数・措置入院の指定病床数・

届出入院料・公衆電話の数・開放区分・入院患者数など

• 票５ 平成29年6月30日時点の在院患者

病棟・病棟入院料・年齢・性別・主診断・入院年月・入院形態・

隔離指示有無・拘束指示有無・所在地と住所地（同一かどうか）

住所地（都道府県・市区町村）

• 票６ 平成28年6月に医療保護入院した患者

年代・性別・主診断・同意者・当初の入院計画での予想入院月数・

退院支援委員会の実施回数・患者本人の退院支援委員会への参加機会・

家族参加・地域援助事業者参加・退院有無・退院年月・

入院継続中の場合は入院形態
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※本日の配布資料P２９～にH３０の票１～７が入っています。



票４
（新630）

保護室
および

施錠可能
個室数

合計 200 200 3 195 6 6 4
1 50 50 3 精神科急性期治療病棟⼊院 1 終⽇閉鎖 49 4 4 4
2 50 50 0 15対1⼊院基本料 1 終⽇閉鎖 47 2 2 0
3 50 50 0 15対1⼊院基本料 1 終⽇閉鎖 50 0 0 0
4 50 50 0 精神療養病棟⼊院料 1 夜間外開放 49 0 0 0

公衆電話
の数 開放区分 ⼊院患者数

うち、トイレが
ついている個

室数

うち、カメラがつ
いている個室数

許可
精神病床数

保険届出の
精神病床数

措置⼊院の
指定病床数 届出⼊院料

常勤 ⾮常勤 常勤 ⾮常勤 常勤 ⾮常勤 常勤 ⾮常勤 常勤 ⾮常勤 常勤 ⾮常勤 常勤 ⾮常勤 常勤 ⾮常勤 常勤 ⾮常勤 常勤 ⾮常勤

4 6 3 6 0 0 0 1 1 1 50 40 0 0 1 2 4 1 0 1

OTうち、指定医数精神科医師数 PSW ⼼理技術者うち、特定医師数 精神科でない
医師数 薬剤師 看護職員 PT

施設の概要について

※ データは架空のものです。

（職員数はH３０の630調査では票１に移りました）
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※本日の配布資料P２９～にH３０年の票１～７が入っています。



都道府県 市区町村
1 精神科急性期治療病棟⼊院料 15-19歳 女 F３２-３９　その他の気分障害 2017/6 医療保護⼊院 無 無 異なる ○○県 ○○市
1 精神科急性期治療病棟⼊院料 20-24歳 男 F８⼼理的発達の障害 2017/5 措置⼊院 有 無 異なる ○○県 ○○市
2 15対1⼊院基本料 30-34歳 女 F２統合失調症、統合失調症型障害及び妄想性障害 2011/6 医療保護⼊院 無 無 異なる ○○県 ○○市
2 15対1⼊院基本料 40-44歳 女 F２統合失調症、統合失調症型障害及び妄想性障害 2006/9 任意⼊院 無 無 異なる ○○県 ○○市
3 15対1⼊院基本料 75-79歳 男 F００アルツハイマー病型認知症 2017/3 医療保護⼊院 無 有 異なる ○○県 ○○市
3 15対1⼊院基本料 60-64歳 男 F２統合失調症、統合失調症型障害及び妄想性障害 2009/1 医療保護⼊院 無 無 異なる ○○県 ○○市
4 精神療養病棟⼊院料 75-79歳 ⼥ F２統合失調症、統合失調症型障害及び妄想性障害 2014/8 医療保護⼊院 無 無 異なる ○○県 ○○市
4 精神療養病棟⼊院料 80-84歳 男 F２統合失調症、統合失調症型障害及び妄想性障害 2017/6 任意⼊院 無 無 同⼀ ○○県 ○○市

⼊院形態 隔離指
⽰有無

拘束指
⽰有無

所在地と
住所地

住所地
病棟 病棟⼊院料 年齢 性

別 主診断 ⼊院年⽉
(YYYY/MM)

票５
（新630）

※ 計算式を入れ、入院期間を算出して活用しています。

平成29年6月30日時点の在院患者

※ データは架空のものです。 15



票６
（新630）

患者シリ
アル番号 年代 性別 主診断 同意者

当初の⼊院計画
での予測⼊院⽉

数

退院⽀援委員
会の実施回数

患者本⼈の退
院⽀援委員会
への参加機会

家族参加 地域援助事
業者参加 退院有無 退院年⽉

(YYYY/MM)

⼊院継続中の
場合は⼊院形

態

25-29歳 ⼥ F２統合失調症、統合失調症型障害及び妄想性障害  ⽗⺟ 1カ⽉未満 1回 無 無 無 有 2016年7⽉ 任意⼊院
30-34歳 ⼥ F３２-３９　その他の気分障害  ⽗⺟ 1カ⽉未満 0回 有 有 無 有 2016年6⽉
45-49歳 ⼥ F２統合失調症、統合失調症型障害及び妄想性障害  配偶者 3カ⽉ 0回 無 有 有 有 2016年7⽉
50-54歳 男 F３０-３１　躁病エピソード・双極性感情障害［躁うつ病］  市町村⻑ 3カ⽉ 0回 無 無 無 無 医療保護⼊院

平成28年6月に医療保護入院した患者

※ データは架空のものです。 16



これまでの活用状況（情報公開）

データを分析し、ホームページで公開

※H26年分の630調査を元に分析したデータ
17

２０１３年度大阪市市民活動推進助成事業で作成



これまでの活用状況（情報公開）
精神保健福祉士数と在院期間を分析し人権センターニュースで公開
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これまでの活用状況（情報公開）
職種別職員数を病床順に並べ替えて『扉よひらけ⑦』で公開
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２０１５年度日本財団助成事業で作成



これまでの活用状況（情報公開）
データを分析し『扉よひらけ⑦』で公開（50音順に掲載）
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２０１５年度日本財団助成事業で作成



大阪での６３０調査（平成30年分）の
開示・非開示の状況

【結果】
大阪府 「非開示」
堺 市 「非開示」
大阪市 「情報提供できない」

※例年、大阪市は正式ルートで情報公開請求をしていない。
平成30年分は「情報公開請求をしても結果は『非開示に
なる』」と説明を受けた。
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大阪での６３０調査（平成30年分）の
開示・非開示の状況

しかし・・・・ほぼ同じ情報であるのに、

平成29年分の630調査については、
大阪府 「全開示」
堺 市 「全開示」
大阪市 「すべて情報提供する」

⇒ 情報の内容によって決められていないことが分かる。
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大阪での６３０調査（平成30年分）の
開示・非開示の状況

・情報公開請求日：平成31年1月11日（決定通知：平成31年1月21日）
・決定内容：大阪府情報公開条例第8条第2号に該当する。
・理由：平成30年度精神保健福祉資料については、公にしないことを

条件として任意に個人又は法人等から提供された情報であっ
た、当該条件を付することが当該情報の性質、内容等に照らし
て正当であり、かつ当該個人又は法人等の承諾なく公に公表
することにより、当該個人又は法人等の協力を得ることが著し
く困難になると認められる。

大阪府
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大阪での６３０調査（平成30年分）の
開示・非開示の状況

・情報公開請求日：平成31年1月11日（決定通知：平成31年1月24日）
・決定内容：堺市情報公開条例第7条第3号に該当。
・理由：公にしないことを条件として個人又は法人等から任意に提供

された情報であって、個人又は法人等における通例として公に
しないこととされているものであるため。

堺市
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大阪での６３０調査（平成30年分）の
開示・非開示の状況

・情報提供依頼日：平成31年1月11日（返答日：平成31年1月24日）
・決定内容：大阪市情報公開条例第7条第3号に該当。
・理由：実施機関の要請を受けて、公にしないとの条件で個人又は法

人等から任意に提供された情報であって、当該個人又は法人等
における通例として公にしないこととされているものその他の当
該条件を付することが当該情報の性質、当時の状況等に照らし
て合理的であると認められるもの。ただし、人の生命、身体、健
康、生活、又は財産を保護するため、公にすることが必要である
と認められる情報を除く。

大阪市
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大阪での６３０調査（平成30年分）の
開示・非開示の状況

【該当する条例の抜粋】
第八条 実施機関(公安委員会及び警察本部長を除く。)は、次の各号

のいずれかに該当する情報が記録されている行政文書を公開しないこ
とができる。（中略）

二 実施機関の要請を受けて、公にしないことを条件として任意に個人
又は法人等から提供された情報であって、当該条件を付することが当
該情報の性質、内容等に照らして正当であり、かつ、当該個人又は法
人等の承諾なく公にすることにより、当該個人又は法人等の協力を得る
ことが著しく困難になると認められるもの(例外公開情報を除く。)

大阪府
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大阪での６３０調査（平成30年分）の
開示・非開示の状況

【口頭での説明①】

１）2018年7月13日の厚生労働省から各都道府県・指定都市精神保健福
祉担当部局長宛の通知に基づき、府から各病院への依頼状に、「調査
票の取扱い」として「提出されました個々の調査票にかかる内容の公表
は予定しておらず、集計結果のみが公表される予定です」と書いている
ため、条例の「公にしないことを条件として任意に個人又は法人等から
提供された情報」にあたるため、開示できない。

大阪府
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28

府や市から病院への依頼状（このスライドは配布資料には入っていません。）



29

厚生労働省から都道府県・指定都市への通知（本日の配布資料P１４・１６）



大阪での６３０調査（平成30年分）の
開示・非開示の状況

【口頭での説明②】

２）条例の「当該条件を付することが当該情報の性質、内容等に照らして
正当であり」について質問したところ、明確な回答はなかったが、「昨年も
開示か非開示かを検討した際に議論になったのは、個人を特定できない
だろうかということだった。例えばレアなケースがあって、悪意をもって他
の情報と突き合わせた場合に、個人を特定できる可能性は否定できない
と考えている。他の情報については具体的にはあるかという質問には回
答はなかった。シート5は、個人を特定できなかったとしても非常にセンシ
ティブな情報だと受けとめている」との説明だった。

大阪府
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大阪での６３０調査（平成30年分）の
開示・非開示の状況

【該当する条例の抜粋】
第7条 実施機関は、公開請求があったときは、公開請求に係る公文書
に次の各号に掲げる情報(以下「非公開情報」という。)のいずれかが記

録されている場合を除き、公開請求者に対し、当該公文書を公開しなけ
ればならない。（中略）
(3) 公にしないことを条件として個人又は法人等から任意に提供された

情報であって、個人又は法人等における通例として公にしないこととさ
れているものその他の公にしない旨の条件を付することが当該情報の
性質、当時の状況等に照らして合理的であると認められるもの。ただし、
人の生命、健康、生活又は財産を保護するため、公にすることが必要で
あると認められる情報を除く。

堺市
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大阪での６３０調査（平成30年分）の
開示・非開示の状況

【口頭での説明①】

１）2018年7月13日の厚生労働省から各都道府県・指定都市精神保
健福祉担当部局長宛の通知に基づき、市から各病院への依頼状に、
「調査票の取扱い」として「提出されました個々の調査票にかかる内
容の公表は予定しておらず、集計結果のみが公表される予定です」
と書いているため、条例の「公にしないことを条件として任意に個人
又は法人等から提供された情報」にあたるため、開示できない。

堺市
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大阪での６３０調査（平成30年分）の
開示・非開示の状況

【口頭での説明②】

２）情報公開条例の「当該個人又は当該法人等における通例として公
にしないこととされているものではない」については、具体的に聞け
ていない。

３）29年度分の公開請求があった際に開示か非開示かで議論になっ
たのは、シート5の住所地の部分だった。きっと特定できないだろうと
いう結論で前回は開示した。

堺市
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大阪での６３０調査（平成30年分）の
開示・非開示の状況

【該当する条例の抜粋】
第7条 実施機関は、公開請求があったときは、公開請求に係る公文書

に次の各号に掲げる情報（以下「非公開情報」という。）のいずれかが記
録されている場合を除き、公開請求者に対し、当該公文書を公開しなけ
ればならない。
(3) 実施機関の要請を受けて、公にしないとの条件で個人又は法人等

から任意に提供された情報であって、当該個人又は当該法人等におけ
る通例として公にしないこととされているものその他の当該条件を付す
ることが当該情報の性質、当時の状況等に照らして合理的であると認
められるもの。ただし、人の生命、身体、健康、生活又は財産を保護す
るため、公にすることが必要であると認められる情報を除く。

大阪市
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大阪での６３０調査（平成30年分）の
開示・非開示の状況

【口頭での説明①】

１）2018年7月13日の厚生労働省から各都道府県・指定都市精神保健福
祉担当部局長宛の通知に基づき、市から各病院への依頼状に、「調査
票の取扱い」として「提出されました個々の調査票にかかる内容の公表
は予定しておらず、集計結果のみが公表される予定です」と書いている
ため、条例の「公にしないことを条件として任意に個人又は法人等から
提供された情報」にあたるため、開示できない。

大阪市
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大阪での６３０調査（平成30年分）の
開示・非開示の状況

【口頭での説明②】

２）情報公開条例の「当該個人又は当該法人等における通例として公にし
ないこととされているものではない」というのは、具体的には通常病院の
ホームページ等で公開されている内容でなないものであるため。

３）誰が公開請求するか公開した情報がどのように使わるのかに関
わりなく、個人や新聞記者等が請求した場合に公開していいのかと
いう観点から検討することになる。

大阪市
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ご清聴、ありがとうございました。

認定NPO法人 大阪精神医療人権センター

http://www.psy‐jinken‐osaka.org/
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